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１地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

（１）対象地域 

構成市町村名鹿沼市 

面積４９０．６２k㎡ 

人口９６，６７１人（平成３０年４月１日現在） 

 

（２）計画期間 

鹿沼市では、平成１９年４月１日から平成２４年３月３１日までの５年間を計画期間とした循環

型社会形成推進地域計画を策定し、平成１９年度から本計画に基づいてマテリアルリサイクル推進

施設の整備を行ってきた。その後、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間を

計画期間とし、ごみ焼却処理施設の基幹的設備改良事業を実施した。 

今回、循環型社会の形成をより一層推進していくことを目的として、粗大ごみ処理施設の基幹的

設備改良事業を行うものとし、令和２年４月１日から令和９年３月３１日までの７年間を計画期間

とする循環型社会形成推進地域計画を策定することとした。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとす

る。 

 

（３）基本的な方向 

平成２９年度に策定された「第７次鹿沼市総合計画」の基本構想では、生物多様性の維持、地域

特性に応じた環境の保全、森林やバイオマス等、地域資源の有効活用、秩序ある再生可能エネルギ

ーの導入によるＣＯ₂の削減に取り組み、環境配慮型社会の形成を目指すこととしている。 

また、「鹿沼市第６次一般廃棄物処理基本計画」（平成２９年度～令和８年度）では、『３Ｒ』（①

リデュース：発生抑制、②リユース：再使用、③リサイクル：再生利用・資源化）の基本原則に従

い、継続した循環型社会の形成を推進し、『循環のまちをつくる』を基本目標に位置づけ、行政・

市民・事業者が協働してごみの減量と資源循環を推進し、環境負荷の低減に取り組むこととした。 

鹿沼市は、平成１８年１０月から生活系ごみのうち「燃やすごみ」を有料化し、有料の市指定袋

でのごみ出し方式に改めた。また、平成２０年１０月から、ごみの分別体系を５種１４分別に拡大

することで資源物の回収量の増加を図るなど、３Ｒを推進することにより、ごみの減量化と資源循

環の推進に努めている所ではあるが、時間経過による分別意識の低下、粗大ごみが無料（可燃・不

燃系共）であることに伴う他市からの流入、核家族化による人口減に反し世帯数増に伴う共有物の

減少等の理由による家庭の燃やすごみ排出量の増加が起きており、粗大ごみ有料化の検討や更なる

住民意識の高揚を図っていく必要がある。 

今後も引き続き、時代の潮流を踏まえながら、ごみの減量に努めるとともに、環境配慮型社会の

形成を目指し、適切なごみ処理システムやリサイクルシステムの構築を図るものとする。 

さらに、生活環境の保全に向けて、下水道未普及地域の解消など人口規模に合わせ、汚水等の処

理を適切に管理し、良質な水環境の確保と公衆衛生を維持していくため、今後も引き続き、公共用

水域における水質改善に向けて、公共下水道や合併処理浄化槽などの生活排水処理施設の整備を推

進する。 
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（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

県内の広域化計画については、「栃木県ごみ処理広域化計画(平成１１年３月)」により検討がなさ

れており、県内を１０ブロックに分割し、ブロックごとの広域化の基本方針が示された。 

本市の属する「鹿沼ブロック」は、本市１市(平成１１年３月時点では１市１町)で構成されており、

平成２５年度以降に、本市の焼却施設については単独による更新を行う方針とされている。 

また、平成２８年３月に策定された「栃木県廃棄物処理計画」における広域化の施設整備方針とも

整合している。 

今後、必要に応じて、ごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化について検討を行う。 

 

（５）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

プラスチック容器包装廃棄物を分別収集し、鹿沼市リサイクルセンターにて分別・梱包した後、容

器包装リサイクル法に基づく指定法人で再商品化をしている。プラスチック使用製品廃棄物に関して

は、現在「燃やすごみ」として処理しているが、リサイクル推進について重要な課題であるので、調

査研究のうえ検討していく。 

 

２循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

 

ア一般廃棄物の処理 

平成３０年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図１のとおりである。 

 

総排出量は、集団回収量も含め、２９，７４８トンであり、再生利用される「総資源化量」は

４，４２２トン、リサイクル率（＝(直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量)／(ご

みの総処理量＋集団回収量)）は１４．２％である。 

中間処理による減量化量は２２，７１７トンであり、集団回収量を除いた排出の７６．４％が

減量化されている。また、集団回収量を除いた排出量の１３．４％に当たる３，９８４トンが埋

め立てられている。なお、中間処理量のうち、焼却量は２５，８５０トンである。 

中間処理量のほとんどは焼却処理量が占めている。ごみ焼却施設の余熱を利用し、ボイラ設備

による発電、ごみ焼却処理施設及びし尿処理施設で温水の場内利用が行われている。 



3 

 

集団回収量

1,375 t

0 t

0.0％

76.4％

3,984 t

13.4％

総資源化量

4,422 t

14.2％

排出量

29,748 t 29,748 t

100.0％

1,007 t

自家処理量

22,717 t

0 t 3,984 t

13.4％

最終処分量

3.4％

直接最終処分量

中間処理量

28,741 t

96.6％

計画処理量

処理残渣量

6,024 t

20.3％

減量化量

処理後再生利用量

2,040 t

6.9％

処理後最終処分量

直接資源化量

 

図１一般廃棄物の処理状況フロー（平成３０年度） 

（２）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとお

り目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

総排出量 6,584 ﾄﾝ 6,281 ﾄﾝ （ -4.6% ）

１事業所当たりの排出量※２ 1.37 ﾄﾝ/事業所 1.37 ﾄﾝ/事業所 （ 0.0% ）

総排出量 23,164 ﾄﾝ 22,100 ﾄﾝ （ -4.6% ）

１人当たりの排出量※３ 210 kg/人 210 kg/人 （ 0.0% ）

合計 事業系生活系排出量合計 29,748 ﾄﾝ 28,381 ﾄﾝ （ -4.6% ）

総排出量 31,123 ﾄﾝ 29,930 ﾄﾝ

集団回収量 1,375 ﾄﾝ 1,549 ﾄﾝ

直接資源化量 1,007 ﾄﾝ （ 3.4% ） 1,092 ﾄﾝ （ 3.8% ）

総資源化量 4,422 ﾄﾝ （ 14.2% ） 4,261 ﾄﾝ （ 14.2% ）

エネルギー
回収量

962 MWh 962 MWh

減量化量 中間処理による減量化量 22,717 ﾄﾝ （ 76.4% ） 21,960 ﾄﾝ （ 77.4% ）

最終処分量 埋立最終処分量 3,984 ﾄﾝ （ 13.4% ） 3,709 ﾄﾝ （ 13.1% ）

エネルギー回収量
（年間の発電電力量）

目標（割合※１）

（令和9年度）

現状（割合※１）

（平成30年度）

再生利用量

事業系

生活系

指　　　　　　　　　　標

排出量

 

表１減量化、再生利用に関する現状と目標 

※１排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集

団回収量に対する割合 

※２(１事業所当たりの排出量)＝{(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)}／(事業所数) 

※３(１人当たりの排出量)＝{(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源ごみ量)}／(人口) 

《指標の定義》 

排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収されたごみを除く。)〔単位：トン〕 

再 生 利 用 量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕 
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減 量 化 量：中間処理量と処理後の残さ量の差〔単位：トン〕 

最 終 処 分 量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

1,092 t

3.8％

直接最終処分量

中間処理量

27,289 t

96.2％ 減量化量

計画処理量

0.0％

77.4％

0 t

100.0％

自家処理量

3,709 t

13.1％

総資源化量

4,261 t

14.2％

最終処分量

3,709 t

13.1％21,960 t

0 t

排出量

28,381 t

処理後再生利用量

1,620 t

5.7％

処理後最終処分量

処理残渣量

5,329 t

集団回収量

1,549 t

28,381 t

18.8％

直接資源化量

 

図２目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和９年度） 

 

（３）生活排水の処理の現状 
令和５年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図３のとおりである。 

          

      公共下水道    

      60,540 人（64.8%)    

          

   汚水衛生処理人口   集落排水施設等    

   84,133 人（90.0%)   2,557 人（2.7%)   

総人口         

93,411 人      合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量  

      21,036 人（22.5%） 14,827kl/年  

         

      単独処理浄化槽   

      9,021 人（9.7%)   

   未処理人口       

   9,278 人（10%）   非水洗化人口  し尿発生量  

      257 人（0.3%) 205.6kl/年  

          

          

          

図3生活排水の処理状況フロー（令和５年度） 
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（４）生活排水の処理の目標 
生活排水の処理については、表２に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくこ

ととする。 

 

表 2生活排水に関する現状と目標 

 令和５年度実績 令和９年度目標 

処
理
形
態
別
人
口 

総人口 93,411人 90,141人 

公共下水道 60,540人（64.8％） 58,385人（64.8％） 

農業集落排水施設等 2,557人（2.7％） 2,450（2.7％） 

合併処理浄化槽等 21,036人（22.5％） 21,137（23.4％） 

未処理人口 9,278人（10.0％） 8,169（9.1％） 

し
尿
・
汚
泥
の
量 

汲取りし尿量 205.6kl 160kl 

浄化槽汚泥量 14,827kl 14,000kl 

合計 17,512kl 16,200kl 

 

 

 

 

３施策の内容 

 

（１）発生抑制、再使用の推進 

鹿沼市では、「一般廃棄物処理基本計画」、「分別収集計画」などに基づき、ごみの発生抑制、再使

用のための取り組みを推進してきた。 

今後、更なる発生抑制、再使用を推進するために、これまでの取り組みを強化するとともに、新

たな事業の取り組みを推進する。 

主な施策は次のとおりである。 

 

ア有料化 

平成１８年１０月より生活系ごみの「燃やすごみ」を有料化し、有料の市指定袋でのごみ出し

方式に改めた。資源物は無料で収集されているため、ごみと資源物の分別排出を徹底することに

より、経済的な負担を軽減することができる。 

また、生活系ごみの内、処理困難物・事業系ごみに関わらず、ごみ処理施設に直接搬入する場

合には、処理料金を徴収することにより、ごみの発生抑制も図れる。 

粗大ごみ、処理困難物については、現在、持ち込み及び戸別有料収集により対応を行っている
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が、更なる排出抑制と、一層の費用負担の公平性を図るべく、平成２９年度より、有料化につい

て検討を開始している。 

 

イ生ごみの減量化 

食材の適量使用による食べ残しや賞味期限切れ食品いわゆる食品ロスの廃棄を出来るだけな

くすなど、生ごみの発生抑制に努める。発生した生ごみは、水切りの徹底や生ごみ処理容器での

処理等により、減量化を推進すると共に、給食等における食品残渣の一部はスラリー化を行い、

下水道施設における消化ガス発生促進の為、消化槽への直接投入を平成２８年度より開始した。 

また、家庭での生ごみの減量化を推進するため、コンポスト容器・機械式生ごみ処理機の設置

助成を今後も継続し、生ごみ処理容器の利用実態と効果について広く広報し、市民への周知を図

る。 

【生ごみ処理機等設置費への補助金】 

・コンポスト容器購入予定額の１/２、上限６，０００円（平成３０年度実績：１６基） 

・機械式生ごみ処理機購入予定額の１/２、上限３０，０００円（平成３０年度実績：９基） 

畜産業からの家畜排せつ物、造園業や木工業からの剪定枝や木くず等は、農業副産物のわら・

もみ殻とともに、鹿沼市堆肥化センターにて堆肥化し、市民・事業者に販売している。 

 

ウ意識啓発 

地域におけるごみ問題のリーダーとして、各自治会に「きれいなまちづくり推進員」を委嘱し、

ごみの減量や不法投棄の防止等の活動を推進している。 

また、広報紙や市のホームページなどのメディアを通じて、各種の広報活動等を行っている。 

その他、エコライフフェア・環境講演会等の市民向けイベントにおいて、ごみの発生抑制・再

使用の推進等、循環型社会の形成に向けた啓発活動を行っている。 

 

エ環境教育 

ごみの発生抑制や正しい排出方法を広く市民・事業者の間に浸透させていくためには、一人ひ

とりがごみ問題や環境問題に関心を持ち、その大切さを理解する必要がある。そのため、環境学

習の出前講座等を開催し、生涯学習の一環としたごみ問題についての教育を推進している。 

特に、次世代を担う子ども達に対して、循環型社会の形成に向けた正しい知識と行動を習得し

てもらうため、小中学校での環境教育・環境学習を推進する。 

また、市内小学４年生を対象に実施しているごみ処理施設の見学ついては、全校を受け入れ、

ごみ処理の現状・課題の周知とごみ減量に対する意識の向上を図っている。 

 

オ粗大ごみ等の再利用（リユース） 

リサイクルセンターにおいては、粗大ごみや資源物として出された家具、家電類、運動用具類、

雑貨、古本などを必要に応じ再利用として販売している。 

 

カ資源ごみ回収報償金制度 

住民団体による資源回収を推進するため、資源ごみ回収報償金制度に基づき、資源物を回収す

る住民団体に市から報償金を交付している。本制度の登録団体数、実施回数ともに、近年増加傾
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向で推移している。 

【資源ごみ回収報償金制度】 

・回収対象：古紙類、びん類、金属類 

・報償金額＝報償金単価（４円）×回収重量（kg） 

 

キ事業者等による資源回収、ごみ減量への取り組みの推進 

本市では、市内の店舗の協力を得て「白色トレイ回収ボックス」を設置し、定期的な回収を行

うと共に、市民への協力をＰＲしている。大規模小売店等における白色トレイやペットボトル、

ダンボール等の資源物回収システムも進んでいる。 

今後、蛍光灯や廃乾電池及びバッテリー類の回収に関しても各販売店等に協力を仰ぎ、実施に

向けて検討していく。 

 

ク事業者に対する指導 

事業系ごみに対する搬入時の監視を強化し、ごみが適正に分別されていない場合には、搬入を

規制するなど、事業者に対して事業系ごみの分別徹底を指導することにより、事業系ごみの発生

抑制、再使用を図る。 

 

ケ生活排水対策 

市街化区域の生活排水処理は、公共下水道による処理を行う。 

下水道処理区域外の地域について、生活雑排水が未処理の家庭を減らすため、早急に単独処理

浄化槽やし尿汲み取り槽から、合併処理浄化槽に転換する必要があることから、合併処理浄化槽

設置の補助金制度や単独処理浄化槽撤去の補助金制度について広報・周知を行い、合併処理浄化

槽への転換を進める。 

 

（２）処理体制 

 

ア生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表３のとおりである。現在、鹿沼市では燃やすごみ、燃や

さないごみ、粗大ごみ、資源物、処理困難物等に区分して分別収集している。 

燃やすごみ、燃やさないごみ、資源物（白色トレイ除く）はステーション方式での収集、粗大

ごみ、処理困難物等は市民による自己搬入、または委託業者による戸別収集をしている。 

現在、粗大ごみ処理施設の老朽化により、適正な破砕・選別が困難な上、吸塵効率も悪く、作

業環境も芳しいものではない。主要設備の故障により、受入停止をした期間もあり、安定した運

転管理を行えていない。 

また、処理前、処理後の資源物に関しても、農業用ハウス等に仮置きを行っている状況にあり、

品質保持に苦慮している所である。 

今回、粗大ごみ処理施設基幹的設備改良事業により、一層の資源回収量の向上や効率化、高効

率設備による省エネルギー化を進め、最終処分量削減のための検討を総合的に進めることにより、

循環型社会の構築を推進するものとする。 
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イ事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

現在、事業系一般廃棄物は、事業者による自己搬入、または一般廃棄物収集運搬許可業者に委

託することにより当該施設に搬入されている。搬入時の分別区分は、生活系ごみの分別区分に準

じている。 

施設に搬入する際、持ち込まれたごみの検査を実施することにより、分別されていない場合に

は受け入れを拒否するなどし、ごみの減量化、再利用の推進を指導している。 

事業系一般廃棄物については、すべて排出者処理責任として事業者が自ら処理するよう指導し

ている。今後は、資源物（事業系古紙など）の分別徹底などにより、事業系一般廃棄物の発生抑

制とリサイクルの推進に一層努めるものとする。 

 

ウ一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

鹿沼市の一般廃棄物処理施設においては、産業廃棄物の内、紙くず、木くず、繊維くず、ガラ

スくず、廃プラ類(プラ製容器包装・発砲スチロール)のみ受け入れている。これ以外の廃棄物に

ついては、今後も事業者の責任で処理することを指導し、施設での受け入れは行わない。 

 

エ生活排水処理の現状と今後 

生活排水の処理については、引き続き下水道処理区域外の地域について、合併処理浄化槽の転

換を促進する。 

 

オ今後の処理体制の要点 

 

◇ごみの分別徹底などにより発生抑制に努めると共に、粗大ごみ処理施設基幹的設備改良事

業の実施により一層の資源回収量の向上や効率化、高効率設備による省エネルギー化を進

め、最終処分量削減へ取り組む。 
 

◇事業者へは自己搬入、一般廃棄物収集運搬業者への委託の別に関わらず、生活系ごみの分

別区分に準じた分別の徹底を図り、事業系一般廃棄物の発生を抑制する。 
 

◇搬入検査などを実施し、事業者が処理責任を自覚するよう指導すると共に、事業系古紙を

中心とした資源物の分別徹底により、排出抑制とリサイクルの推進に努める。 
 

◇資源物以外の産業廃棄物は事業者の責任で処理することを指導し、受入れは今後も行わな

い。 

 

◇ 生活排水の処理は、公共下水道の計画的な施設整備の促進及び接続の推進に努める。また、

合併処理浄化槽の普及促進により、未処理で放流される生活雑排水の抑制を図る。 
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（３）処理施設の整備 

ア上記（２）の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表４のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表４整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事業名 処理能力 設置予定地 

事業 

期間 
国土強靭化 

プラ要件化

の経過措置

の適用事業 

1 

マテリアルリサイ
クル推進施設 

鹿沼市環境クリー
ンセンター 

粗大ごみ処理施設 

鹿沼市環境クリーン
センター粗大ごみ処
理施設基幹的設備改
良事業 

３０ｔ/５ｈ 

(１日５時間 

稼動) 

鹿沼市上殿町 

673-1 
R4～R5 

鹿沼市国土強
靭化地域計画 

〇 

2 

マテリアルリサイ
クル推進施設 

鹿沼市環境クリー
ンセンター屋外 

ストックヤード 

鹿沼市環境クリーン
センター屋外ストッ
クヤード整備事業 

３４５㎡ 
鹿沼市上殿町 

673-1 
R3～R4 － 〇 

 

3 

 

最終処分場 

鹿沼市一般廃棄物
最終処分場 

鹿沼市一般廃棄物最
終処分場 2 期埋立地
整備事業 

１５０，０００㎥ 
鹿 沼 市 磯 町

157-14 
R5～R6 

鹿沼市国土強
靭化地域計画 

〇 

 （整備理由） 

事業番号１粗大ごみ処理施設が老朽化していることに伴い、施設の長寿命化、施設の効率化を促

進するため 

事業番号２粗大ごみ処理施設基幹的設備改良工事中の粗大及び不燃物等の処理に必要なもので

ある。また、資源回収拠点及び災害等緊急時の一助とする。さらに、今後粗大及び

不燃物等の有料化を実施する際、ごみの受入、処理及び保管に必要である。 

事業番号３最終処分場の埋立残容量が少なくなっており、２期整備を実施する事により、施設の

長寿命化を計る。 

 

イ合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表５のとおり行う。 

 

表５合併処理浄化槽の整備計画 

事業 

番号 
事業名 

直近の 

整備済基数 

（基） 

（令和5年度） 

整備計画基数 

（基） 

整備計画

人口 

（人） 

事業 

期間 

国土 

強靭化 

51 
浄化槽設置 

整備事業 
6,106 204 1134 R7～R8 ‐ 
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（４）施設整備に係る計画支援に関するもの 

（３）の施設整備に先立ち、表６のとおり計画支援事業を行う。 

 

表６実施する計画支援事業 

事業 

番号 
事業名 事業内容 

事業 

期間 

11 

鹿沼市環境クリーンセンター粗大ごみ処理施設基
幹的設備改良事業(事業番号 1)に伴う生活環境影
響調査事業 

生活環境影響調査業務 R2 

鹿沼市環境クリーンセンター粗大ごみ処理施設基
幹的設備改良事業(事業番号 1)に伴う発注仕様書
作成支援事業 

発注仕様書作成業務 R3 

21 
鹿沼市環境クリーンセンター屋外ストックヤード
整備事業(事業番号2)に伴う設計支援事業 

設計業務 R3 

31 
鹿沼市一般廃棄物最終処分場 2 期埋立地整備事業
(事業番号3)に伴う設計支援事業 

設計業務 
R3 
～ 
R4 

 

（５）廃棄物処理施設における長寿命化計画策定支援に関するもの 

（３）の施設整備に先立ち、表７のとおり廃棄物処理施設における長寿命化総合計画策定支援事業

を行う。 

表７長寿命化総合計画策定事業 

事業 

番号 
事業名 事業内容 

事業 

期間 

12 
鹿沼市環境クリーンセンター粗大ごみ処理施設長
寿命化総合計画(事業番号1)の策定支援事業 

長寿命化総合計画策定 R2 

 

（６）その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

ア再生利用品の需要拡大事業 

行政において再生品の利用を率先して行い、無駄な消費をしないよう努める。 

また、市民・事業者に対して再生品の利用拡大、詰め替え利用が可能な製品の購入などを呼び

かけるとともに、エコマーク商品等の環境保全型商品、再生品の情報提供を行う。 

 

イ廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電のリサイクルについては、家電リサイクル法及び小型家電リサイクル法に基づく、適切

な回収、再商品化がなされるよう、関連団体や小売店などと協力して、普及啓発を行う。 

 

ウ不法投棄対策 

不法投棄・ポイ捨ての多発場所への看板の設置、巡回パトロールなどを継続するとともに、市
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民・事業者に対する生活環境の保全に向けた意識啓発に努める。 

併せて、市民・事業者・行政が一体となった不法投棄の未然防止体制の整備に努める。 

 

エ災害時の廃棄物処理に関する事項 

災害時に発生する廃棄物の処理や、災害などにより一時的に市内でのごみ処理が不可能になっ

た場合に備えて、周辺地域の自治体との連携体制を構築する。 

また、大規模な地震や水害などの災害時に大量に発生すると想定される災害廃棄物について、

災害廃棄物処理計画の策定済みであり、円滑かつ適正に処理できる体制を整備する。 

 

４計画のフォローアップと事後評価 

 

（１）計画のフォローアップ 

鹿沼市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて栃木県

及び国と意見交換しつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画の事

後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、必要に応じて計画を見直すものとする。 
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別添資料 

別添資料１対象地域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鹿沼市環境クリーンセンター施設配置図 

 

鹿沼市環境クリーンセンター ● 

鹿沼市最終処分場 ● 

鹿沼市堆肥化センター ● 

鹿沼市 

日光市 

宇都宮市 

壬生町 栃木市 

佐野市 

ごみ処理施設 
位置図 
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別添資料２目標の設定に関するグラフ等 

25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9

人口 人 100,652 99,815 99,009 98,036 97,395 96,671 96,188 95,707 95,228 94,752 94,278 93,807 93,338 92,871 92,407

生活系ごみ t/年 23,377 24,021 23,727 23,227 23,530 23,164 23,044 22,923 22,804 22,685 22,567 22,449 22,332 22,215 22,100

１人当たりの排出量 kg/人 196 203 207 206 212 210 210 210 210 210 210 210 210 210 210

事業系ごみ t/年 7,096 6,821 6,436 6,398 6,085 6,584 6,550 6,516 6,482 6,448 6,414 6,381 6,347 6,314 6,281

１事業所当たりの排出量 ｔ/事業所 1.39 1.35 1.29 1.31 1.25 1.37 1.37 1.37 1.37 1.37 1.37 1.37 1.37 1.37 1.37

事業所数 事業所 4,836 4,816 4,753 4,690 4,652 4,629 4,606 4,583 4,560 4,537 4,515 4,492 4,470 4,447 4,425

生活系事業系排出量合計 t/年 30,473 30,842 30,163 29,625 29,615 29,748 29,594 29,439 29,286 29,133 28,981 28,830 28,679 28,529 28,381

直接資源化量 t/年 1,329 1,235 1,205 1,126 1,076 1,007 1,167 1,157 1,148 1,138 1,129 1,120 1,111 1,101 1,092

直接資源化率 ％ 4.4 4.0 4.0 3.8 3.6 3.4 3.9 3.9 3.9 3.9 3.9 3.9 3.9 3.9 3.8

再生利用量 t/年 5,919 5,878 5,289 4,905 4,631 4,422 4,389 4,356 4,323 4,291 4,259 4,227 4,196 4,265 4,261

リサイクル率 ％ 18.3 18.0 16.6 15.7 14.9 14.2 14.0 14.0 14.0 14.0 13.9 13.9 13.9 14.2 14.2

減量化量 t/年 23,107 23,398 22,488 22,254 22,437 22,717 22,896 22,793 22,692 22,589 22,488 22,388 22,286 22,085 21,960

減量化率 ％ 75.8 75.9 74.6 75.1 75.8 76.4 77.4 77.4 77.5 77.5 77.6 77.7 77.7 77.4 77.4

最終処分量 t/年 3,395 3,381 4,098 4,060 4,022 3,984 3,965 3,932 3,900 3,868 3,836 3,804 3,773 3,742 3,709

最終処分率 ％ 11.1 11.0 13.6 13.7 13.6 13.4 13.4 13.4 13.3 13.3 13.2 13.2 13.2 13.1 13.1

注．再生利用量には集団回収量を含む。

単位指　　　標
実績 予測

 

１．一般廃棄物処理の実績と見通し 

生活系ごみの実績と見通し 

 

事業系ごみの実績と見通し 
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再生利用量、リサイクル率の実績と見通し 

 

最終処分量、最終処分率の実績と見通し 
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別添資料３分別区分説明資料 

 

■ 市で収集するごみ 

区別 ごみの種類 出し方 収集回数 収集方式 

燃やすごみ 

○資源物以外の紙・プラ・
布類 

○生ごみ類 

○皮・ゴム・ビニール類 

鹿沼市指定袋に入れて
出す。 

週２回 

ステーシ
ョン方式 

燃やさないごみ 

○ビン以外のガラス 

○陶磁器 

○資源物以外の金属・缶類 

コンテナ容器に出す。 月２回 

資
源
物 

ビン・缶類 

○飲料用ビン・飲料用缶 

○スプレー缶 

○乾電池など 

コンテナ容器に出す。 週１回 

紙
類 

新聞 ○新聞紙・チラシ 

種類毎にひもで十字に
縛る。小さなものは透明
または半透明の袋に入
れて出す。 

月２回 

雑誌 ○雑誌・書籍 

ダンボール ○ダンボール 

紙パック ○内部が白色のもの 

その他紙 

○「紙」マークの入った紙
製の箱や袋など 

○その他雑古紙 

衣服・布 
○再使用できる衣服 

○吸水性のある布類 

透明または半透明の袋
に入れて出す。 

月２回 

プ
ラ
類 

ペットボトル ○飲料用・しょう油用 コンテナ容器に出す。 週１回 

その他プラ 
○「プラ」マークの入った
プラ製の容器や袋など 

透明または半透明の袋
に入れて出す。 

週１回 

白色トレイ 
○生鮮食料品等に使用され
る白色トレイ 

拠点回収協力店等の専
用回収ボックスに出す。 

随時 拠点方式 

粗大ごみ 

○家具、寝具類、自転車、
電気・ガス・石油器具類、
ベッド・ソファ（スプリ
ングのないもの）など 

施設に直接持込、または
引取を依頼。引取を依頼
する場合は収集シール
（200円/個）貼付。 

随時 
戸別収集 

(引取の場合) 

処理困難物 

○タイヤ、健康器具、ドラ
ム缶、ポンプ、モーター、
ベッド・ソファ（スプリ
ングのあるもの）など 

施設に直接持込、または
引取を依頼。引取を依頼
する場合は収集シール
（2,000円/個）貼付。 
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別添資料４現有処理施設の概要 

 

１．鹿沼市環境クリーンセンター施設概要 

項目 内容 

名称 鹿沼市環境クリーンセンター 

所管 鹿沼市 

所在地 鹿沼市上殿町６７３－１ 

面積 
敷地面積１９，００７㎡、建築面積３，０７１㎡ 

延床面積５，３８１㎡ 

工期 着工平成４年８月～竣工平成６年９月 

総事業費 ７１億１，９３６万円 

浸水予想高 浸水０．５ｍ～３ｍ 

災害対策内容 

浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。また、災

害時廃棄物処理が滞らないよう、「災害時における廃棄物等の処理に

関する協定」(以下災害協定という)を締結している。 

 

１－１ごみ焼却処理施設 

項目 内容 

焼却能力 １７７t/日（８８．５t/２４h×２基） 

炉形式 連続燃焼式焼却炉 

焼却装置 ストーカー式 

建築構造 鉄骨・鉄筋コンクリート造地上３階・地下１階 

煙突 外塔鉄筋コンクリート造、内塔鋼板製、地上高５０m 

浸水予想高 浸水０．５ｍ～３ｍ 

災害対策内容 
浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。また、災

害時廃棄物処理が滞らないよう、災害協定を締結している。 

 

１－２粗大ごみ処理施設 

項目 内容 

破砕能力 ３０t/５h 

建築構造 鉄骨・鉄筋コンクリート造地上３階・地下１階 

浸水予想高 浸水０．５ｍ～３ｍ 

災害対策内容 
浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。また、災

害時廃棄物処理が滞らないよう、災害協定を締結している。 
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１－３ストックヤード 

項目 内容 

延床面積 ４６５．０㎡ 

建築構造 鉄骨造、地上１階（平屋建て） 

保管物 
新聞・雑誌・ダンボール・牛乳パック・その他紙製容器・雑古紙・ 

衣類・布・燃やさないごみ・ビン・缶等 

浸水予想高 浸水０．５ｍ～３ｍ 

災害対策内容 
浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。また、災

害時廃棄物処理が滞らないよう、災害協定を締結している。 

 

２－１．鹿沼市リサイクルセンター施設概要 

項目 内容 

名称 鹿沼市リサイクルセンター 

所管 鹿沼市 

所在地 鹿沼市上殿町６９８ 

面積 敷地面積２，４８１．５㎡、建築床面積１，１１６．５㎡ 

建築構造 鉄骨造、地上１階（平屋建て） 

工期 着工平成１３年６月～竣工平成１４年２月 

総事業費 ２億１，３５０万１千円 

処理設備等 

・その他プラスチック製容器包装の減容施設 

（処理能力：５t以下/日） 

・リサイクル保管庫・ストックヤードあり 

浸水予想高 浸水０．５ｍ～３ｍ 

災害対策内容 
浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。また、災

害時廃棄物処理が滞らないよう、災害協定を締結している。 
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２－２．鹿沼市新リサイクルセンター施設概要 

項目 内容 

名称 鹿沼市新リサイクルセンター 

所管 鹿沼市 

所在地 鹿沼市上殿町６９７ 

面積 敷地面積９９６．４１㎡、建築床面積２７６．０㎡ 

建築構造 鉄骨造、地上１階（平屋建て） 

工期 着工平成２３年９月～竣工平成２４年３月 

総事業費 ３，６９１万８千円 

処理設備等 

・ペットボトルの減容施設 

（処理能力：２t以下/日） 

・ストックヤードあり 

浸水予想高 浸水０．５ｍ～３ｍ 

災害対策内容 
浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。また、災

害時廃棄物処理が滞らないよう、災害協定を締結している。 

 

３．鹿沼市一般廃棄物最終処分場（鹿沼フェニックス）概要 

項目 内容 

名称 鹿沼市一般廃棄物最終処分場（鹿沼フェニックス） 

所管 鹿沼市 

所在地 鹿沼市磯町１５７－１４ 

総面積 ４９，２００㎡ 

埋立面積 ２７，０００㎡ 

埋立容量 １１２，０００㎥ 

埋立方式 セル方式 

工期 着工平成３年１２月～竣工平成５年３月 

埋立開始 平成５年４月 

総事業費 １１億７，４５５万円 

浸
出
水 

処
理
施
設 

浸出水処理量 １１０㎥/日 

処理方式 
前処理（凝集沈殿）＋回転円盤＋凝集沈殿＋砂ろ過＋活性炭吸着＋

滅菌 

汚泥処理方式 汚泥重力濃縮処理＋遠心脱水処理 

浸水予想高 浸水０．５ｍ～３ｍ 

災害対策内容 浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。 
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４．鹿沼市環境クリーンセンターし尿処理施設概要 

項目 内容 

名称 鹿沼市環境クリーンセンターし尿処理施設 

所管 鹿沼市 

所在地 鹿沼市上殿町６７３－１ 

面積 敷地面積１９，００７㎡ 

建築構造 鉄筋コンクリート造地上２階・地下１階 

工期 着工平成６年９月～竣工平成９年３月 

総事業費 ３４億２，９９０万円 

処理能力 ８９kℓ/日（し尿４８kℓ/日、浄化槽汚泥４１kℓ/日） 

処理方式 高負荷脱窒素処理方式＋高度処理設備 

 

受入・貯留設備 スクリーン（細目）＋スクリュープレス 

主処理設備 高負荷脱窒素処理方式 

高度処理設備 砂ろ過＋活性炭吸着 

汚泥処理設備 脱水（遠心分離機）＋乾燥（乾燥機）＋袋詰め（袋詰装置） 

脱臭設備 
高中濃度臭気：薬液洗浄＋活性炭吸着 

低濃度臭気：活性炭吸着 

浸水予想高 浸水０．５ｍ～３ｍ 

災害対策内容 浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。 
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様式１

１　地域の概要

（１）地域名 （２）地域内人口 96,671 （３）地域面積 490.62 km２

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件*

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

7,096 6,821 6,436 6,398 6,085 6,584 6,281 H30比 -4.6％

1.39 1.35 1.29 1.31 1.25 1.37 1.37 H30比 0.0％

23,377 24,021 23,727 23,227 23,530 23,164 22,100 H30比 -4.6％

196 203 207 206 212 210 210 H30比 0.0％

30,473 30,842 30,163 29,625 29,615 29,748 28,381 H30比 -4.6％

1,329 1,235 1,205 1,126 1,076 1,007 1,092 H30比 8.4％

5,919 5,878 5,289 4,905 4,631 4,422 4,261 H30比 -3.6％

- - - 962 962 962 962

- - - - - -

23,107 23,398 22,488 22,254 22,437 22,717

3,395 3,381 4,098 4,060 4,022 3,984 3,709 H30比 -6.9％

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

（年間の熱利用量　GJ）

直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）

指標・単位

年

過去の状況・現状（排出量等に対する割合）

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

鹿沼市地域

鹿沼市 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれる場

合、当該組合の状況

組合を構成する市町村：

設立されていない場合、今後の見通し：

目　標

令和9年度

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

再生利用量

減量化量 減量化量（中間処理前後の差　トン）

最終処分量 埋立最終処分量（トン）

エネルギー回収量 エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH）

 
３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 開始年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月 備考

ごみ焼却処理施設
鹿沼市環境

クリーンセンター
鹿沼市 連続燃焼式 88.5t/24h×2基 平成28年4月 ― ― 平成26、27年度に基幹改良済

粗大ごみ処理施設
鹿沼市環境

クリーンセンター
鹿沼市 破砕、選別 30t/5h 平成6年9月 ― ― 令和4、5年度に基幹改良予定

リサイクルセンター
鹿沼市環境

クリーンセンター
鹿沼市 選別、保管、圧縮等 5t以下/日 平成14年2月 ― ― ―

新リサイクルセンター
鹿沼市環境

クリーンセンター
鹿沼市 選別、保管、圧縮等 2t以下/日 平成24年3月 ― ― ―

ストックヤード
鹿沼市環境

クリーンセンター
鹿沼市 Ｓ造 465.0㎡ 平成9年3月 ― ― ―

最終処分場
鹿沼市一般廃棄物

最終処分場
鹿沼市 セル方式 112,000m３ 平成5年3月 ― ― ―

し尿処理施設
鹿沼市環境

クリーンセンター
鹿沼市

高負荷脱窒素処理
方式＋高度処理設

備
89kℓ/日 平成9年3月 ― ― ―

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月日 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設の解体の有
無及び解体施設の名称

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深と対策
プラスチック再商品化を実施
するための施設整備事業

備考

粗大ごみ処理施設
鹿沼市環境

クリーンセンター
鹿沼市 破砕、選別 30t/5h 令和5年3月 設備の老朽化のため 無

浸水深さ0.5～3ｍ）浸水時には、土嚢や止水版を
設置し対応する予定である。また、災害時廃棄物
処理が滞らないよう、災害協定を締結している。

屋外ストックヤード
鹿沼市環境

クリーンセンター
鹿沼市 Ｓ造 345.0㎡ 令和4年6月

資源物等の処理、
保管のため

無
浸水深さ0.5～3ｍ）浸水時には、土嚢や止水版を

設置し対応する予定である。また、災害時廃棄物
処理が滞らないよう、災害協定を締結している。

最終処分場
鹿沼市一般廃棄物

最終処分場
鹿沼市 セル方式 150,000m3 令和7年3月 残容量不足のため 無

浸水深さ0.5～3ｍ）浸水時には、土嚢や止水版を
設置し対応する予定である。

想定される浸水深と対策

（浸水深さ0.5～3ｍ）浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。
また、災害時廃棄物処理が滞らないよう、災害協定を締結している。

（浸水深さ0.5～3ｍ）浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。
また、災害時廃棄物処理が滞らないよう、災害協定を締結している。

（浸水深さ0.5～3ｍ）浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。
また、災害時廃棄物処理が滞らないよう、災害協定を締結している。

（浸水深さ0.5～3ｍ）浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。
また、災害時廃棄物処理が滞らないよう、災害協定を締結している。

（浸水深さ0.5～3ｍ）浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。
また、災害時廃棄物処理が滞らないよう、災害協定を締結している。

（浸水深さ0.5～3ｍ）浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。

（浸水深さ0.5～3ｍ）浸水時には、土嚢や止水版を設置し対応する予定である。
また、災害時廃棄物処理が滞らないよう、災害協定を締結している。

 

 

 

目 標

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和9年度

総人口 96,848 96,040 95,117 94,182 93,411 集計中 90,141

公共下水道
60,319
62.3％

60,297
62.8％

60,334
63.4％

59,807
63.5％

60,540
64.8％

集計中
58,385
64.8％

集落排水施設等
2,796
2.9％

2,723
2.8％

2,693
2.8％

2,641
2.8％

2,557
2.7％

集計中
2,450
2.7％

合併処理浄化槽等
20,285
20.9％

20,063
20.9％

20,542
21.6％

20,869
22.2％

21,036
22.5％

集計中
21,137
23.4％

未処理人口 13,448 12,957 11,548 10,865 9,278 集計中 8,169

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次

鹿沼市 4,260 28,401 S63 204 1,134 R9

４　生活排水処理の現状と目標

過 去 の 状 況 ・ 現 状

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生未処理人口

※ 参考として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付のこと。

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

現 有 施 設 の 内 容 整 備 予 定 基 数 の 内 容

浄化槽設置整備事業

※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。

指標・単位

施 設 種 別 事 業 主 体 備 考
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添付資料１ 指標と人口等との要因に関するトレンドグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12,957 11,548 10,865 9,278 8,679 8,426 8,169

20,063 20,542 20,869 21,036 20,999 21,067 21,137

2,723 2,693 2,641 2,557 2,489 2,468 2,450

60,297 60,334 59,807 60,540 59,184 58,780 58,385

96,040 95,117 94,182 93,411 91,351 90,741 90,141
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生活排水処理人口の推移

公共下水道
（人）

集落排水施設等
（人）

合併処理浄化槽
等（人）

未処理人口
（人）



23 

 

添付資料２ 浄化槽区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鹿沼市排水施設図 

 行政区域界

 公共下水道区域

 特定環境保全公共下水道区域

 農業集落排水事業区域

 公共設置型浄化槽整備区域(22年度整備事
業終了　現状は個人設置型整備区域)

その他  個人設置型浄化槽整備区域

凡　　　　例
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名
　

称
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砕
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選
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設
整

備

※
１

※
２

※
３

※
４

備
　

　
考

事
業

主
体

名
　

　
　

称
※

２

事
業

番
号

※
１

事
業

期
間

交
付

期
間

規
　

模
事

　
業

　
種

　
別

○
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク
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等
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す
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備
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化

総
合
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画
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定
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事
業

合
 
 
 
 
 
　

　
計

様
 
式

 
２

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

等
事

業
実

施
計

画
総

括
表

２
（

平
成

３
０

年
度

）

事
業

番
号

に
つ

い
て

は
、

計
画

本
文

３
(
3
)
表

４
に

示
す

事
業

番
号

及
び

様
式

３
の

施
設
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備

に
関

す
る
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る
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と
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た
、
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式
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す
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も
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が

あ
れ

ば
、
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て

番
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と
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域
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（
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0
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様 式 ３

開
始

終
了

令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

32 有料化
家庭系ごみの「燃やすごみ」を
有料化し、ごみと資源物の分別
排出を徹底。

鹿沼市 R2 R8
既に実施
済、強化を
検討

33 生ごみの減量化
コンポスト容器・機械式生ごみ
処理機の設置助成などを行う。

鹿沼市 R2 R8
既に実施
済、強化を
検討

34 意識啓発
啓発活動・情報提供により市
民・事業者の意識改革を図る。

鹿沼市 R2 R8
既に実施
済、強化を
検討

35 環境教育
市民・事業者にごみの発生抑
制や正しい排出方法の浸透を
図る。

鹿沼市 R2 R8
既に実施
済、強化を
検討

36 粗大ごみの再生販売
家具や自転車の再生などの推
進。

鹿沼市 R2 R8
既に実施
済、強化を
検討

37
資源ごみ回収報償金制
度

制度の活用等により、資源回
収量の拡大を図る。

鹿沼市 R2 R8
既に実施
済、強化を
検討

38
事業者等による資源回
収、ごみ減量への取り組
みの推進

資源物の店頭回収、過剰包装
の自粛、簡易包装の推進など
への協力要請。

鹿沼市 R2 R8
既に実施
済、強化を
検討

39 事業者に対する指導
適正に分別されていない場合
には搬入を規制するなど指導を
徹底。

鹿沼市 R2 R8
既に実施
済、強化を
検討

1
粗大ごみ処理施設基幹
的設備改良事業

粗大ごみ処理施設の基幹的設
備改良により長寿命化を図る。

鹿沼市 R4 R5

2
屋外ストックヤード整備
事業

屋外ストックヤードを設置し、資
源回収拠点及び災害等緊急時
の一助とする。

鹿沼市 R3 R4

3
最終処分場2期埋立地
整備事業

最終処分場の埋立残容量が少
なくなっており、２期整備を実施
する事により、施設の長寿命化
を図る。

鹿沼市 R5 R6

11 1の計画支援
施設の長寿命化を図るために
必要な生活環境影響調査、発
注仕様書作成支援。

鹿沼市 R2 R3

12
1の長寿命化総合計画
策定支援

施設の長寿命化を図るために
必要な長寿命化総合計画の策
定。

鹿沼市 R2 R2

21 2の計画支援 施設の設計支援 鹿沼市 R3 R3

31 3の計画支援 施設の設計支援 鹿沼市 R3 R3

40
再生利用品の需要拡大
事業

再生品やエコマーク商品等の
利用拡大を図る。

鹿沼市 R2 R8
既に実施
済、強化を
検討

41
廃家電・使用済み小型
家電のリサイクルに関す
る普及啓発

家電リサイクル法に基づく処理
の普及啓発。

鹿沼市 R2 R8
既に実施
済、強化を
検討

42 不法投棄対策
看板設置、巡回パトロール、市
民・事業者に対する意識啓発。

鹿沼市 R2 R8
既に実施
済、強化を
検討

43
災害時の廃棄物処理に
関する事項

周辺自治体や関係団体等との
連携・協力体制の強化。

鹿沼市 R2 R8
既に実施
済、強化を
検討

※１ 処理施設の整備に係る事業番号については、計画本文３(3)表４に示す事業番号及び様式２の事業番号と一致させること。

発生抑制、
再使用の推
進に関する
もの

処理施設の
整備に関す
るもの

施設整備に
係る計画支
援に関する
もの

その他

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

※１
施策の名称等 施策の概要

実施
主体

事業
期間 交付金

必要の

要否

事　　　業　　　計　　　画
備　　考

整備事業

整備事業

整備事業

生活環境

影響調査

発注仕様書

作成支援

長寿命化総合

計画策定

設計支援

設計支援
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【参考資料様式１】 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 
 

都道府県名栃木県 
 

(1) 事業主体名 鹿沼市 

(2)施設名称 鹿沼市環境クリーンセンター粗大ごみ処理施設 

(3)工期 令和4年度～令和5年度 

(4)施設規模 処理能力30ｔ／5ｈ 

(5)処理方式 破砕・選別 

(6)地域計画内の役割 
※1 

適正な資源回収を行い、最終処分量の減量に努める。 

また、改修工事にて計8.4％のＣｏ２削減を見込んでいる。 

(7)廃焼却施設解体工事の
有無 

有無 

 

 
 
「ストックヤード」を整備する場合 

(8)ストック対象物 

 

 

 
 
「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

(9)容器包装リサイクル推
進施設の内訳 

①分別収集回収拠点の整備 
・ごみの分別収集・処理方法 
・ごみ容器の種類・設置基数 
・建築物の構造 
②小規模ストックヤードの整備 
・施設規模 
・ストック対象物 
③簡易プレス機の整備 
・処理方法 
・処理能力 
・設置場所 
④電気ごみ収集車及び分別ごみ収集車の整備 
・導入台数（積載量） 
・運行計画 

 

 
 
「灰溶融施設」を整備する場合 

(10)スラグの利用計画  

 
 

(11)事業計画額 

2,077,636千円 

うち、交付対象事業費1,965,271千円 

 

※1基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。 
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【参考資料様式１】 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 
 

都道府県名栃木県 
 

(2) 事業主体名 鹿沼市 

(2)施設名称 鹿沼市環境クリーンセンター屋外ストックヤード 

(3)工期 令和3年度～令和4年度 

(4)施設規模 処理能力345㎡ 

(5)処理方式  

(6)地域計画内の役割 
※1 

 

 

(7)廃焼却施設解体工事の
有無 

有無 

 

 
 
「ストックヤード」を整備する場合 

(8)ストック対象物 

燃やさないごみ、粗大ごみ(可燃・不燃)、びん・カン類、プレス後等処理後 

有価物 

 
 
「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

(9)容器包装リサイクル推
進施設の内訳 

①分別収集回収拠点の整備 
・ごみの分別収集・処理方法 
・ごみ容器の種類・設置基数 
・建築物の構造 
②小規模ストックヤードの整備 
・施設規模 
・ストック対象物 
③簡易プレス機の整備 
・処理方法 
・処理能力 
・設置場所 
④電気ごみ収集車及び分別ごみ収集車の整備 
・導入台数（積載量） 
・運行計画 

 

 
 
「灰溶融施設」を整備する場合 

(10)スラグの利用計画  

 
 

(11)事業計画額 

52,800千円 

うち、交付対象事業費52,800千円 

 

※1基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。 
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【参考資料様式４】 

施設概要（最終処分場系） 

都道府県名栃木県 

 

(1) 事業主体名 鹿沼市 

(2) 施設名称 鹿沼市一般廃棄物最終処分場 

(3) 工期 令和5年度～令和6年度 

(4) 処分場面積、容積 総面積49,200ｍ2 埋立面積 35,300ｍ2 埋立容積150,000ｍ3 

(5) 処分開始年度 

及び終了年度 

埋立開始 平成5年度 

埋立終了 令和15年度 

(6) 跡地利用計画 総合公園 

軟式野球場 1面、テニスコート 3面、ゲートボール場 2面 

運動場 1面 

(7) 地域計画内の役割  

(8) 廃焼却施設解体工事

の有無 

有  無 

 

 

(9)事業計画額 

 

 403,095千円 

うち、交付対象事業費403,095千円 
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【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名 栃木県        

 

(1) 事業主体名 鹿沼市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 

単独処理浄化槽や汲み取り槽から合併処理浄化槽への転換を促進すること。

転換を行う場合、設置費に加えて撤去費や宅内配管工事費を加算し交付す

る。 

(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間）※

生活排水処理基本計画をもって地域計画に代

える場合に括弧書きで記載。 

令和７年度 ～ 令和８年度 
 

（ 年度 ～ 年度 ） 

(5) 事業対象地域の要件 

人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

該当する対象地域を選択する。 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費        131,584千円 
うち   
・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費           
131,584千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（   人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5人槽 150基（750人分） 49,800千円 49,800千円 49,800千円 

6～ 7人槽 52基（364人分） 21,528千円 21,528千円 21,528千円 

8～10人槽 2基（20人分） 1,096千円 1,096千円 1,096千円 

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 142基 42,600千円 42,600千円 42,600千円 

撤去費 142基 16,560千円 16,560千円 16,560千円 

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長寿
命化） 

基    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
  204基（1,134人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 

131,584千円 131,584千円 131,584千円 
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【参考資料様式７】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 栃木県 

 

 

(1) 事業主体名 

鹿沼市 

 

 

(2) 事業目的 

  

   粗大ごみ処理施設 施設整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

鹿沼市環境クリーンセンター

粗大ごみ処理施設基幹的設備

改良事業に伴う生活環境影響

調査事業 

鹿沼市環境クリーンセンター

粗大ごみ処理施設基幹的設備

改良事業に伴う発注仕様書作

成支援事業 

鹿沼市環境クリーンセンター

粗大ごみ処理施設長寿命化総

合計画の策定支援事業 

 

(4) 事業期間 

 

 

令和2年度 ～ 

     令和2年度 

 

令和3年度 ～ 

     令和3年度 

 

令和2年度 ～ 

     令和2年度 

 

 

 

(5) 事業概要 

 

 

 

施設の長寿命化を図るために

必要な生活環境影響調査。 

 

 

 

 

施設の長寿命化を図るために

必要な発注仕様書作成支援。 

 

 

 

 

施設の長寿命化を図るために

必要な長寿命化総合計画の策

定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 事業計画額 

 

 

 5,665千円 

うち、交付対象事業費   

5,665千円 

 

 

 1,925千円 

うち、交付対象事業費   

1,925千円 

 

 

 4,015千円 

うち、交付対象事業費   

4,015千円 
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【参考資料様式７】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 栃木県 

 

 

(1) 事業主体名 

鹿沼市 

 

 

(2) 事業目的 

  

   屋外ストックヤード、一般廃棄物最終処分場 施設整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

鹿沼市環境クリーンセンター

屋外ストックヤード整備事業

に伴う設計支援事業 

鹿沼市一般廃棄物最終処分場2

期埋立地整備事業に伴う設計

支援事業 

 

 

(4) 事業期間 

 

 

令和3年度 ～ 

     令和3年度 

 

令和3年度 ～ 

     令和4年度 

 

令和  年度 ～ 

     令和  年度 

 

 

 

(5) 事業概要 

 

 

 

粗大ごみ処理施設基幹的設備

改良工事中の粗大及び不燃物

等の処理に必要なストックヤ

ードの設計業務である。 

最終処分場の埋立残容量が少

なくなっており、２期整備を実

施する事により、施設の長寿命

化を計るための設計支援事業。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 事業計画額 

 

 

 

 5,280千円 

うち、交付対象事業費   

5,280千円 

 

 

 13,552千円 

うち、交付対象事業費   

 13,552千円 
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鹿沼市環境クリーンセンター(現有) 

ごみ焼却処理施設(現有) 

粗大ごみ処理施設(現有) 

ストックヤード(現有) 

リサイクルセンター(現有) 

新リサイクルセンター(現有) 

し尿処理施設(現有) 

屋外ストックヤード(新設) 

 

鹿沼市堆肥化センター(現有) 

鹿沼市最終処分場(現有) 


